
宮城県教育委員会に属する職員等の旅費及び費用弁償の支給規則の一部を改正
する規則及び県費負担教職員の免職及び宮城県教育委員会の任命に係る職への
採用の手続に関する規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則

１ 改正の理由

地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）の

一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。

２ 改正内容

一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律が

公布され、これにより地方公務員法の一部を改正する法律が一部

改正されたことによる条項の移動に伴い、引用している条項の項番

を変更するもの。

３ 施行日

公布の日

第 ２ 号 議 案

第２号議案

宮城県教育委員会に属する職員等の旅費及び費用弁償の支給規

則の一部を改正する規則及び県費負担教職員の免職及び宮城県教

育委員会の任命に係る職への採用の手続に関する規則の一部を改

正する規則の一部改正について

宮城県教育委員会に属する職員等の旅費及び費用弁償の支給規

則の一部を改正する規則（令和５年宮城県教育委員会規則第１号）

及び県費負担教職員の免職及び宮城県教育委員会の任命に係る

職への採用の手続に関する規則の一部を改正する規則（令和５年

宮城県教育委員会規則第１０号）の一部を改正する。

令和７年７月１０日提出

宮城県教育委員会教育長 佐 藤 靖 彦
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宮城県教育委員会規則第13号 

宮城県教育委員会に属する職員等の旅費及び費用弁償の支給規則の一部を改正する規則及び県費負担教職員の免職及び宮城県教育委員 

会の任命に係る職への採用の手続に関する規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則 

 （宮城県教育委員会に属する職員等の旅費及び費用弁償の支給規則の一部を改正する規則の一部改正） 

第１条 宮城県教育委員会に属する職員等の旅費及び費用弁償の支給規則の一部を改正する規則（令和５年宮城県教育委員会規則第１号）の

一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

附 則 

 

１ ［略］ 

 

附 則 

 

１ ［略］ 

（経過措置） （経過措置） 

２ 暫定再任用職員(地方公務員法の一部を改正する法律(令和３年

法律第63号)附則第４条第１項若しくは第２項又は第６条第１項若

しくは第２項(これらの規定を同法附則第９条第２項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。)の規定により採用された職員を

いう。)は、この規則による改正後の宮城県教育委員会に属する職

員等の旅費及び費用弁償の支給規則(以下「新規則」という。)別表

(その２)に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新規

則の規定を適用する。 

 

２ 暫定再任用職員(地方公務員法の一部を改正する法律(令和３年

法律第63号)附則第４条第１項若しくは第２項又は第６条第１項若

しくは第２項(これらの規定を同法附則第９条第３項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。)の規定により採用された職員を

いう。)は、この規則による改正後の宮城県教育委員会に属する職

員等の旅費及び費用弁償の支給規則(以下「新規則」という。)別表

(その２)に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新規

則の規定を適用する。 

（県費負担教職員の免職及び宮城県教育委員会の任命に係る職への採用の手続に関する規則の一部を改正する規則の一部改正） 

第２条 県費負担教職員の免職及び宮城県教育委員会の任命に係る職への採用の手続に関する規則の一部を改正する規則（令和５年宮城県教

育委員会規則第10号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
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附 則 

 

１ ［略］ 

 

附 則 

 

１ ［略］ 

（経過措置） （経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律(令和３年法律第63号)附則

第９条第２項の規定により読み替えて適用する同法附則第４条第

１項若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第２項の規定によ

り採用された職員に対する改正後の第２条第１項第２号の規定の

適用については、同号中「、養護助教諭及び講師(」とあるのは、

「及び養護助教諭(地方公務員法の一部を改正する法律(令和３年

法律第63号)附則第９条第２項の規定により読み替えて適用する同

法附則第４条第１項若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第

２項の規定により採用された者(以下この号において「暫定再任用

職員」という。)を除く。)並びに講師(暫定再任用職員及び」とす

る。 

 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律(令和３年法律第63号)附則

第９条第３項の規定により読み替えて適用する同法附則第４条第

１項若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第２項の規定によ

り採用された職員に対する改正後の第２条第１項第２号の規定の

適用については、同号中「、養護助教諭及び講師(」とあるのは、

「及び養護助教諭(地方公務員法の一部を改正する法律(令和３年

法律第63号)附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する同

法附則第４条第１項若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第

２項の規定により採用された者(以下この号において「暫定再任用

職員」という。)を除く。)並びに講師(暫定再任用職員及び」とす

る。 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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県立高等学校の授業料の減免等に関する規則の一部改正について

１ 改正の理由

高等学校等修学支援事業費補助金（高校生等臨時支援）の制度

創設に伴い、従来の高等学校等就学支援金が支給対象外となった

生徒に対し、高校生等臨時支援金が支給される。これにより、高校授

業料は実質無償化となるが、申請された高校生等臨時支援金の認

定には一定の時間を要することから、その間に期限を迎える授業料

及び受講料の徴収期限を変更するための改正を行うもの。

２ 改正内容

その年度の第１期分の授業料又は当該年度の受講料の徴収期

限（５／１５）を第２期の徴収期限（８／１５）に変更した者のうち、令和

７年７月に高校生等臨時支援金の申請を行った者については、さら

に第３期の徴収期限（１１／１５）まで変更を行うことができるようにす

るもの。

３ 施行日

公布の日

第 ３ 号 議 案

第３号議案

県立高等学校の授業料の減免等に関する規則の

一部改正について

県立高等学校の授業料の減免等に関する規則（昭和５１年宮城県

教育委員会規則第１３号）の一部を改正する。

令和７年７月１０日提出

宮城県教育委員会教育長 佐 藤 靖 彦
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授業料負担あり

県立高等学校の授業料の減免等に関する規則の一部改正について（補足資料）

授業料無償化の仕組みについて

高等学校等就学支援金
による支援
＝授業料負担なし

年収目安

就学支援金

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

3

8/15

11/15

変
更 7月に臨時

支援金の申請

10月頃
認定

徴収期限 高校生等臨時支援金
【令和６年度まで（就学支援金のみ）】

【令和７年度（就学支援金と臨時支援金）】

授業料（年額） 11万8,800円 （全日制の場合）

910万円

高校生等臨時支援金
による支援
＝授業料負担なし

高等学校等就学支援金
による支援
＝授業料負担なし

年収目安

授業料（年額）

910万円

第
1
期

第
2
期

第
3
期

第
4
期

5/15

2/15

授業料月

第１期分

8/15

11/15

変
更

変
更

11/15

再
変
更

第２期分

第１期分

第１期分

臨時支援金の申請の
審査に時間を要する
ことから、第１期分授
業料の徴収期限を再
変更するための改正

申請申請

申請

支給

支給 支給

授業料の徴収期限について

11万8,800円 （全日制の場合）
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県立高等学校の授業料の減免等に関する規則（昭和５１年宮城県教育委員会規則第１３号） 新旧対照表 
 
 

改正後 改正前 備 考 

 （趣旨） 

第１条 （略） 

 （徴収期限の変更及び分割徴収） 

第２条 授業料及び受講料の徴収期限の変更が認められ、又は授業料

を分割して納付することができる生徒は、次の表の各号の左欄に掲

げる者とし、その者は、当該各号の中欄に掲げる授業料又は受講料

を、当該各号の右欄に掲げる日までに納付し、又は３回を限度とし

て分割して納付することができる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以下略） 

 

（趣旨） 

第１条 （略） 

（徴収期限の変更及び分割徴収） 

第２条 授業料及び受講料の徴収期限の変更が認められ、又は授業料

を分割して納付することができる生徒は、次の表の各号の左欄に掲

げる者とし、その者は、当該各号の中欄に掲げる授業料又は受講料

を、当該各号の右欄に掲げる日までに納付し、又は３回を限度とし

て分割して納付することができる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以下略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高校生等臨時

支援金の受給

資格認定の申

請をした者の

徴収期限の変

更を加えるも

の。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

対象者  授業料及び受講料の区分  変更後の徴収期限  

１～２ （略） （略） （略） 

             

             

             

              

              

             

        

            

            

   

          

        

 （以下略）  （以下略）  （以下略） 

 

対象者  授業料及び受講料の区分  変更後の徴収期限 

１～２  （略） （略）  （略）  

２の２  前号により徴収期

限が変更された者で、高

等学校等修学支援事業費

補助金（高校生等臨時支

援）による高校生等臨時

支援金の受給資格認定の

申請をした者 

 その年度の第１期分の

授業料又は当該年度の受

講料  

 徴収期限から６

月を経過した日 

 （以下略）  （以下略）  （以下略） 
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